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 Ⅰ．空き家等対策計画の概要 
 

１.計画の背景  

 

我が国では、人口・世帯数の減少、高齢化の進展などに伴い、空き家等が増加して

います。適切な管理が行われず放置された老朽危険空き家等は、｢倒壊、火災など防災

機能の低下｣、｢犯罪の誘発｣、｢ごみの不法投棄｣、｢衛生の悪化｣、｢風景、景観の悪化｣

など、周辺環境に多大な悪影響を及ぼすことになります。 

このように空き家等が住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、住

民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、併せて空

き家等の活用を促進するため、平成 27 年２月に｢空家等対策の推進に関する特別措置

法｣(以下、空家法という)が施行されるとともに、｢空家等に関する施策を総合的かつ

計画的に実施するための基本的な指針｣(以下、基本指針という)が、平成 27 年５月に

｢特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針｣が国から示さ

れました。 

空家法においては、空き家等の所有者が、空き家等の適切な管理について第一義的

な責任を有することを前提とし、また、住民に最も身近な行政主体であり、個別の空

き家等の状況を把握することが可能な立場にある市町村が、地域の実情に応じた空き

家等対策等に関する事業主体として位置づけられています。 

 

 

 

  〇空家法第３条(空家等の所有者等の責務) 

空家等の所有者又は管理者は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空

家等の適切な管理に努めるものとする。 

〇空家法第４条(市町村の責務) 

市町村は、第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空

家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適正に講ずるよ

う努めるものとする。  
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２.計画の目的 

 

本町では、人口減少や高齢化、核家族化等の進行に伴い、今後も空き家の増加が見

込まれています。特に、適切な管理が行われないまま放置され、衛生・災害等の面で、

周辺の生活環境に悪影響を及ぼす老朽危険空き家等への的確な対策が求められていま

す。 

そこで、平成 28 年度から平成 30 年度に実施した｢空き家等実態調査｣により、空き

家等の把握と危険度(老朽化状況)の判定を行いました。これを踏まえ、空家法に基づ

き、本町の空き家等に関する基本方針や対策を示し、地域の協力を得ながら、空き家

等対策を総合的かつ計画的に進めるため、｢高鍋町空き家等対策計画｣を策定しました。 

 

３.計画の位置付け 

 

本計画は、「空家法」に則り、町政運営の基本となる｢第６次高鍋町総合計画｣を踏ま

え、同法第６条に規定する｢空き家等対策計画｣として策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高鍋町空き家等対策計画  

第６次高鍋町総合計画前期基本計画  

高鍋みらい戦略  

（平成 29 年 10 月）  

空家等対策の推進に関する特別措置法(国) 

 

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に 

実施するための基本的な指針(国) 
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４.対象範囲 

 

本町で実施した｢空き家等実態調査｣により、空き家等は本町全域にわたって分布し

ていることから、計画の対象範囲は本町全域とします。 

 

 

 

 

 

５.空き家等の種類  

 

空家法で示されている空き家等の中には、住宅のみならず、店舗や事務所なども含

まれますが、本計画では戸数が多く、管理不全に陥りやすい一戸建て住宅及びその敷

地を対象とします。 

 

 

 

 

 

６.計画期間 

 

空き家等が増加する中、所有者等が当該空き家を除去、売却、賃貸するなど、年々

実態が変化することから、本計画の計画期間は令和２年度から令和 11 年度までの 10

年間とします。なお、国の空き家等の政策の動向や社会・経済情勢の変化等を踏まえ、

必要に応じ適宜見直すものとします。 

 

 

 

 

 

  

計画期間；令和２年度から令和 11 年度まで 

対象範囲；本町全域 

空き家等の種類；一戸建て住宅及びその敷地 
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７.用語の定義 

 

本計画で使用する用語の定義は次の通りです。 

 

〇空家等（空家法第２条１項より） 

｢空家等｣とは、建築物又はこれに附属する工作物であって、｢居住その他の使用

がなされていないことが常態である｣＊もの及びその敷地(立木その他の土地に定着

する物を含む)をいいます。ただし、国又は地方公共団体が所有し又は管理するも

のを除きます。 

 

＊「居住その他の使用がなされていないことが常態である」とは、建築物等が長

期間にわたって使用されていない状態をいいます。（基本方針より） 

 

〇特定空家等（空家法第２条２項より） 

この法律において｢特定空家等｣とは、以下の状態にあると認められる空き家等

をいいます。 

・そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

・そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

・適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

・その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

〇所有者等（空家法第３条より） 

空家等の所有者又は管理者を示します。 

 

 

 

※ 法律用語と一般名称において｢空家｣と｢空き家｣が混在しており、本計画では｢空き

家｣を使用しています。なお、法律等や既存制度の名称に｢空家｣が使用されている

場合は、そのまま使用しています。 
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Ⅱ．高鍋町の概況 
 

１.本町の位置等 

 

本町は、九州の東側、宮崎県の中央部沿岸

に位置し、東は日向灘を臨み、南は新富町、

西は西都市及び木城町、北は川南町に隣接し

ています。 

町域は東西約 10ｋｍ、南北約６ｋｍ、面積

は 43.80ｋ㎡と県内で最も小さな町です。 

町内の中央部を一級河川小丸川とその支

流の宮田川が流れ、周囲三方を台地に囲まれ

た地形となっています。 

海岸部は遠浅の砂浜となっており、アカウ

ミガメ産卵地や天然牡蠣産地、｢快｣水浴場

100 選の高鍋海水浴場を有し、きれいな淡水

と海水が混じりあう河口付近で育つ良質の

天然牡蠣は本町の名産として広く知られて

います。 

町内には、東九州自動車道や国道 10 号、ＪＲ日豊本線が通り、町内を起終点とする

県道が周辺を結んでいます。 

本町には、学術的にも貴重な動植物が存在する高鍋湿原、希少植物オニバスが密生

している加志揚溜池、豊かな緑に囲まれた舞鶴公園などの自然資源があります。その

他、高鍋城址の石垣や水を湛えた城堀、武家屋敷通りなどの風情、国指定史跡の持田

古墳群をはじめ、高鍋大師、石井十次生家、黒水家住宅、高鍋神楽、鴫野棒踊りなど、

数多くの歴史・文化・民族資源があります。 

 

  

高鍋町 
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２.人口・世帯の推移 

 

１)人口・世帯の推移 

 

人口は減少、世帯も小規模化 

本町の人口は、昭和 60 年の 23,239 人をピークに減少傾向で、平成 27 年は 21,025

人です。世帯数は、平成 17 年の 9,033 世帯をピークにおおむね横ばいで、平成 27 年

は 8,678 世帯です。世帯人員は、昭和 30 年の 4.8 人／世帯から平成 27 年の 2.4 人／

世帯と、60 年間で半数に減少し、世帯が小規模化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 人口・世帯数の推移  

  

(人 ・世 帯 ) (人 ／世 帯 ) 

資料；国勢調査 
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２)将来人口推計 

 

人口は減少傾向 

令和２年３月に改訂された｢高鍋町人口ビジョン｣では、2040 年の人口は 17,377 人、

2060 年は 15,297 人と推計され、今後も人口は減少傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図；人口の将来展望  

 

  

資料；高鍋町人口ビジョン 
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３)地区別人口 

 

３つの地区で人口増加、８つの地区で減少 

住民基本台帳で地区別に人口・

世帯数をみると、６地区が最も多

く、次いで７地区、８地区、３地

区の順となっています。最も少な

い地区は２地区です。 

平成７年から平成 27 年の 20 年

間で人口が増加しているのは、５

地区、７地区、８地区で、それ以

外の地区は減少しています。 

世帯数は、1 地区、４地区が減少

しており、それ以外の地区は増加

しています。 

 

 

 

表；地区別人口・世帯数の推移  

地区名 

平成 7 年 平成 17 年 平成 27 年 H27―H7 

人口 世帯数 人口 世帯数 人口 世帯数 人口 世帯数 

（人） （世 （人） （世 （人） （世 （人） （世

１地区 1,802 748 1,534 723 1,311 665 -491 -83 

２地区 812 286 743 306 630 300 -182 14 

３地区 2,686 989 2,640 1,086 2,429 1,078 -257 89 

４地区 1,278 542 1,157 551 1,034 516 -244 -26 

５地区 1,895 735 1,997 863 2,031 911 136 176 

６地区 4,796 1,919 4,942 2,133 4,548 2,114 -248 195 

７地区 2,728 966 3,015 1,205 2,977 1,328 249 362 

８地区 2,658 881 2,881 1,066 2,889 1,183 231 302 

９地区 1,110 350 1,084 420 999 449 -111 99 

10 地区 970 313 897. 324 816 336 -154 23 

11 地区 1,431 467 1,228 463 1,382 584 -49 117 

その他 426 425 117 114 100 99 -326 -326 

合計 22,593 8,621 22,235 9,254 21,146 9,563 -1,447 942 

 ※その他：高校・大学の寮生、施設入所者を含む             資料：住民基本台帳 
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４)年齢別人口の推移 

 

少子高齢化が進行 

平成 7 年から平成 27 年の 21 年間で、15 歳未満人口割合は 3 ポイント減少、15～64

歳人口割合は 10 ポイント減少しています。一方、65 歳以上人口割合は 13 ポイント増

加しています。 

平成 27 年の年齢別人口割合は、宮崎県とほぼ同様の構成となっています。 

 

表・図；年齢別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平 成 7 年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 宮崎県(Ｈ27)

15 歳 未 満 3,782 3,398 3,115 2,952 2,813 149,608
15～ 64歳 15,346 14,932 14,346 13,226 11,921 622,544
65 歳 以 上 3,758 4,418 5,048 5,467 6,175 322,975
合 計 22,886 22,748 22,509 21,645 20,909 1,095,127
15 歳 未 満 16.5 14.9 13.8 13.6 13.5 13.7
15～ 64歳 67.1 65.6 63.7 61.1 57.0 56.8
65 歳 以 上 16.4 19.4 22.4 25.3 29.5 29.5
合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

※合計には年齢不詳含む

実 数

比 率

資料；国勢調査

単位；人、％

(人 ) 
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４)人口動態 

 

自然減、社会減による人口減少 

平成 12 年から平成 27 年の 16 年間で、199 人の自然減、1,596 人の社会減となって

います。16 年間で 1,795 人、年平均 112 人減少しています。 

 

表・図；人口動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：人

出 生 死 亡 自然増減 転 入 転 出 社会増減 人口増減
平成12年 208 177 31 1,770 1,716 54 85
平成13年 215 193 22 1,661 1,694 ▲ 33 ▲ 11
平成14年 224 202 22 1,640 1,719 ▲ 79 ▲ 57
平成15年 208 181 27 1,515 1,714 ▲ 199 ▲ 172
平成16年 195 177 18 1,347 1,608 ▲ 261 ▲ 243
平成17年 195 210 ▲ 15 1,391 1,548 ▲ 157 ▲ 172
平成18年 179 205 ▲ 26 1,388 1,465 ▲ 77 ▲ 103
平成19年 195 219 ▲ 24 1,308 1,418 ▲ 110 ▲ 134
平成20年 193 221 ▲ 28 1,299 1,322 ▲ 23 ▲ 51
平成21年 224 244 ▲ 20 1,155 1,332 ▲ 177 ▲ 197
平成22年 210 225 ▲ 15 1,098 1,484 ▲ 386 ▲ 401
平成23年 187 249 ▲ 62 1,144 1,134 10 ▲ 52
平成24年 207 229 ▲ 22 1,176 1,107 69 47
平成25年 223 212 11 1,068 1,129 ▲ 61 ▲ 50
平成26年 179 237 ▲ 58 1,042 1,071 ▲ 29 ▲ 87
平成27年 187 247 ▲ 60 972 1,109 ▲ 137 ▲ 197
合 計 3,229 3,428 ▲ 199 20,974 22,570 ▲ 1,596 ▲ 1,795
年 平 均 202 214 ▲ 12 1,311 1,411 ▲ 100 ▲ 112

資料：住民基本台帳

(人 ) 



11 

５)類型別世帯数の推移  

 

夫婦のみ世帯、ひとり親世帯の増加など、家族構成が多様化 

類型別世帯構成は、親族世帯が約 7 割、単独世帯が約 3 割です。総数に対する親族

世帯の核家族は約 6 割、その他の親族世帯＊は 1 割弱です。 

平成 27 年の宮崎県と概ね同様の構成となっています。  

 

表・図；類型別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊その他の親族世帯：夫婦と親、夫婦と親と子、夫婦と他の親族、夫婦と子と他の親族な

ど 

  

世 帯 数 比 率 世 帯 数 比 率 世 帯 数 比 率 世 帯 数 比 率

8,940 100.0 8,636 100.0 8,647 100.0 461,389 100.0
6,095 68.2 6,066 70.2 5,894 68.2 309,083 67.0
5,158 57.7 5,204 60.3 5,163 59.7 273,626 59.3
1,984 22.2 1,982 23.0 2,037 23.6 110,509 24.0
2,337 26.1 2,333 27.0 2,153 24.9 117,115 25.4

108 1.2 120 1.4 122 1.4 6,129 1.3
729 8.2 769 8.9 851 9.8 39,783 8.6
937 10.5 862 10.0 731 8.5 35,457 7.7
31 0.3 65 0.8 62 0.7 3,293 0.7

2,814 31.5 2,498 28.9 2,663 30.8 148,185 32.1
0 0.0 0 0.0 28 1.1 828 0.6

単位：世帯、％

平 成 17 年 平 成 22 年 平 成 27 年 宮　　崎　　県(Ｈ27)

資料：国勢調査

女親と子供からなる世帯

その他の親族世帯

非　親　族　世　帯

単　独　世　帯

不　　　　詳

総　　　　　数

親　族　世　帯

核　家　族

夫婦のみの世帯

夫婦と子供からなる世帯

男親と子供からなる世帯

67.0

68.2

70.2

68.2

0.7

0.7

0.8

0.3

32.1

30.8

28.9

31.5

0.2

0.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

H27宮崎県

平成27年

平成22年

平成17年

親族世帯 非親族世帯 単独世帯 不 詳

(％ ) 
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６)世帯主年齢別世帯数  

 

65 歳以上の世帯主が約４割 

類型別の世帯主年齢で最も多いのは、「65 歳以上」で、全体の約４割を占めていま

す。次いで、「55～64 歳」が２割弱、「35～44 歳」が１割半ば、「45～54 歳」が１割強

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料；国勢調査 

図；類型別世帯主年齢(平成 27 年) 

 

  

2.8%

9.8%

14.4%

12.9%

18.5%

40.8%

0.8%

24歳以下 25～34歳 35～44歳 45～54歳

55～64歳 65歳以上 年齢不詳
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３.住宅の状況  

 

１)住宅に住む一般世帯 

 

６割以上が持ち家に居住 

｢住宅に住む一般世帯数｣は、平成 17 年から平成 27 年の 11 年間で 259 世帯減少し

ています。住宅の所有関係で最も多いのは｢持ち家｣で６割以上を占めています。次い

で多いのは｢民営借家｣で３割弱です。 

平成 27 年を宮崎県と比較すると、本町は｢持ち家｣比率が低く、その分｢民営借家｣比

率が高くなっています。 

 

表；住宅の所有関係別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

世 帯数 比 率 世 帯数 比 率 世 帯数 比 率 世 帯 数 比 率
住宅に住む

一 般 世 帯
8,853 100.0 8,582 100.0 8,594 100.0 455,937 100.0

持 ち 家 5,420 61.2 5,455 63.6 5,430 63.2 303,006 66.5
公 営 借 家 529 6.0 583 6.8 584 6.8 28,028 6.1
民 営 借 家 2,585 29.2 2,300 26.8 2,367 27.5 112,353 24.6
給 与 住 宅 206 2.3 148 1.7 160 1.9 897 0.2
間 借 り 113 1.3 96 1.1 53 0.6 3,580 0.8

資料：国勢調査

単位：世帯、％

平成17年 平成22年 平成27年 宮崎県(H27)
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７割が一戸建に居住 

｢住宅に住む一般世帯｣の７割が｢一戸建｣、３割弱が｢共同住宅｣に居住しています。 

住宅の所有関係別・建て方別では、｢持ち家｣の｢一戸建て｣が６割強と最も多く、次

いで｢民営借家｣の｢共同住宅｣が２割となっています。 

世帯当り人員は、｢民営借家｣の｢一戸建｣が 2.7 人／世帯と最も多く、次いで｢持ち

家｣の｢一戸建て｣および「公営借家」の「共同住宅」が 2.5 人／世帯となっています。 

 

表；住宅の所有関係別・建て方別世帯数、世帯当り人員(平成 27 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総　　数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

住宅に住む
一 般 世 帯

8,594 6,094 170 2,319 11

持 ち 家 5,430 5,410 2 15 3

公 営 借 家 584 5 118 461 -

民 営 借 家 2,367 603 48 1,709 7

給 与 住 宅 160 29 2 129 -

間 借 り 53 47 - 5 1

住宅に住む
一 般 世 帯

100.0 70.9 2.0 27.0 0.1

持 ち 家 63.2 63.0 0.0 0.2 0.0

公 営 借 家 6.8 0.1 1.4 5.4 -

民 営 借 家 27.5 7.0 0.6 19.9 0.1

給 与 住 宅 1.9 0.3 0.0 1.5 -

間 借 り 0.6 0.5 - 0.1 0.0

住宅に住む
一 般 世 帯

2.3 2.5 1.9 1.9 2.4

持 ち 家 2.5 2.5 2 2.1 3.3

公 営 借 家 2.3 1.6 1.7 2.5 -

民 営 借 家 2 2.7 2.4 1.7 2.1

給 与 住 宅 1.8 2.2 1 1.7 -

間 借 り 2.3 2.5 - 1 1

資料；国勢調査

単位；世帯、％、人／世帯

世帯数
(実数)

世帯数
(比率)

世帯当
り人員
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持ち家の５割以上は 65 歳以上の世帯主 

65 歳以上の世帯主は、４割強を占めています。特に、「持ち家」は５割半ばが 65 歳

以上の世帯主です。 

 

表；住宅の所有関係別・類型別世帯数(平成 27 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住 宅 に 住 む
一 般 世 帯

8,594 5,867 5,140 2,032 1,727 62 2,637

持 ち 家 5,430 4,286 3,647 1,666 639 24 1,115

公 営 借 家 584 376 358 73 18 2 206

民 営 借 家 2,367 1,116 1,050 272 66 35 1,194

給 与 住 宅 160 59 57 17 2 0 101

間 借 り 53 30 28 4 2 1 22

住 宅 に 住 む
一 般 世 帯

3,520 2,408 2,093 1,268 315 17 1,095

持 ち 家 3,026 2,220 1,916 1,182 304 11 795

公 営 借 家 214 78 75 39 3 1 135

民 営 借 家 266 100 96 46 7 5 158

給 与 住 宅 3 1 1 0 0 0 2

間 借 り 11 6 5 2 1 0 5

住 宅 に 住 む
一 般 世 帯

41.0 41.0 40.7 62.4 18.2 27.4 41.5

持 ち 家 55.7 51.8 52.5 70.9 47.6 45.8 71.3

公 営 借 家 36.6 20.7 20.9 53.4 16.7 50.0 65.5

民 営 借 家 11.2 9.0 9.1 16.9 10.6 14.3 13.2

給 与 住 宅 1.9 1.7 1.8 0.0 0.0 0.0 2.0

間 借 り 20.8 20.0 17.9 50.0 50.0 0.0 22.7

資料；国勢調査

単位；世帯、％

単独世帯
総　　数

夫婦のみ
の世帯

その他の
親族世帯

非親族世帯

世帯数

世帯主
年齢65
歳以上
(実数)

世帯主
年齢65
歳以上
(比率)

核家族
親族世帯
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２)建築時期別、腐朽・損傷別住宅 

 

概ね 30 年以上前に建てられた住宅が約６割 

平成 25 年の住宅数は 8,440 戸で、「専用住宅」は 8,120 戸です。 

概ね 30 年前（平成２年以前）に建てられた住宅が６割弱あります。また、昭和 55

年以前(旧耐震基準)に建てられた住宅は３割強あります。 

宮崎県と比較すると、若干本町の方が古い住宅比率が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図；建築時期別住宅数(平成 25 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料；住宅・土地統計調査 

図；建築時期別住宅割合(平成 25 年) 

 

  

1,150 

1,500 

2,000 
1,890 

900 

390 
210 

80 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
(戸 ) 

14.4 

14.2 

17.9 

18.5 

21.7 

24.6 

21.2 

23.3 

9.0 

11.1 

8.4 

4.8 

3.8 

2.6 

3.5 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

宮崎県

高鍋町

Ｓ45年以前 Ｓ46年～Ｓ55年 Ｓ56年～Ｈ２年

Ｈ３年～Ｈ12年 Ｈ13年～Ｈ17年 Ｈ18年～Ｈ22年

Ｈ23年～Ｈ25年9月 不 詳
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持ち家の「腐朽・損傷あり」は１割未満 

｢持ち家｣のうち｢腐朽・損傷あり｣は１割未満です。旧耐震基準の｢昭和 55 年以前｣は

18.3％、新耐震基準の｢昭和 56 年以後｣は 3.5％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料；住宅・土地統計調査 

 

図；建築時期別の腐朽・損傷の有無(平成 25 年) 

 

 

 

  

9.4

3.5 

18.3 

90.6

96.5 

81.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合 計

昭和56年以後

昭和55年以前

腐朽・損傷あり 腐朽・損傷なし
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Ⅲ．空き家等の現状 
 

１．統計調査からみた現状 

 

統計上の空き家は 1250 戸 

平成 30 年における統計調査では、住宅のうち｢居住世帯あり｣が８割弱、｢居住世帯

なし｣が２割強となっています。 

「居住世帯なし」の「空き家」のうち、｢その他の住宅｣が、いわゆる放置された｢空

き家｣です。本町の｢その他の住宅｣は 1250 戸、｢空き家｣の 56.1％となっています。 

宮崎県の｢その他の住宅｣は、｢空き家｣の 59.3％で、本町よりも高い比率となってい

ます。 

 

表；空き家等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【空き家等の種類】 

目的あり住宅；二次的住宅や賃貸用又は売却用の住宅 

二次的住宅；別荘及びその他(たまに寝泊まりする人がいる住宅) 

賃貸用又は売却用の住宅；新築・中古を問わず、賃貸又は売却のために空き家になって 

いる住宅 

その他の住宅；上記のほかに人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院のため居住

世 帯 が 長 期 に わ た っ て 不 在 の 住 宅 や 建 替 え の た め に 取 り 壊 す こ と に な

っている住宅など  
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２．空き家等実態調査からみた現状 

 

実態調査での空き家は 315 戸、約６割の空き家は使用可能 

｢空き家等実態調査｣は、平成 28 年度から平成 30 年度に実施しました。 

空き家となっている住宅は、｢建物傾斜｣、｢屋根｣、｢外壁｣、｢基礎・土台｣、｢ひさし

または軒｣、｢玄関ドア｣、｢窓｣、｢屋外階段、バルコニー等｣などの劣化状況をもとに、

４段階の危険度(劣化状況)の判定を行いました。 

また、｢犬・猫等動物が住み着いている｣、｢虫が大量に発生している｣、｢雑草等が覆

い茂っている｣などの敷地の状況や｢庭木等｣、｢塀・門柱｣、｢敷地の擁壁｣、｢建物等（母

屋、付属屋）倒壊時隣接敷地・前面道路｣などが周辺環境に悪影響を及ぼしている、あ

るいは及ぼす可能性があると判断した空き家等は、建物(住宅)が健全でも、敷地の状

況や周辺環境に悪影響の可能性がある特定空家等候補としています。 

 

表；空き家等の危険度(老朽化状況)別判定基準 

判定基準 内   容 状   況 

Ａ すぐにでも利用可 修繕不要 

Ｂ 少しの修繕で利用可 軽微な修繕を要する 

Ｃ 大きな修繕が必要 大規模な修繕を要する 

Ｄ 廃 屋 修繕困難 

 

調査の結果、空き家と確認されたのは 315 戸でした。Ｂ判定が 164 戸、５割強と最

も多く、次いでＣ判定の 97 戸、３割となっています。Ａ判定は 31 戸、Ｄ判定は 23 戸

でした。使用可能な空き家（Ａ判定、Ｂ判定）は 195 戸あり、約６割を占めています。 

特定空家等候補は 206 戸で、空き家の６割半ばを占めています。特に、Ｃ判定、Ｄ

判定はすべての空き家が候補となっています。 

 

表；判定基準別空き家  

 

 

 

 

 

 

 

  

実　数 比　率 実　数 比　率

（戸） （％） （戸） （％）

Ａ 31 9.8 5 16.1

Ｂ 164 52.1 81 49.4

Ｃ 97 30.8 97 100.0

Ｄ 23 7.3 23 100.0

合　計 315 100.0 206 65.4

うち特定空き家等候補空き家等
危険度

判定基準
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資料；国土交通省住宅局住宅総合整備課｢空き家等の現状と問題について｣ 

 

図；空き家等の例 

  

倒壊の恐れがある空き家等 雑草が繁茂した空き家等 

市街地の空き家等 利用可能な空き家等 

図；判定基準別空き家数等 図；判定基準別特定空家等候補数 

31 

164 

97 

23 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

戸

5 

81 

97 

23 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

戸
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小丸川南側市街地に空き家は集中 

地区別で空き家等が最も多いのは、６地区の 74 戸で町内の 1/4 を占めています。次

いで多いのは７地区の 49 戸、１地区の 45 戸、５地区の 32 戸、４地区の 23 戸、８地

区の 21 戸となっており、小丸川南側の市街地に集中しています。 

 

表・図；地区別・判定別空き家等 
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1 
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1 

0
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50
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70

80

1地区 2地区 3地区 4地区 5地区 6地区 7地区 8地区 9地区 10地区 11地区

Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 Ｄ判定

戸

実　数 比　率 実　数 比　率 実　数 比　率 実　数 比　率 実　数 比　率

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）

１地区 5 11.1 23 51.1 13 28.9 4 8.9 45 100.0

２地区 0 0.0 11 61.1 6 33.3 1 5.6 18 100.0

３地区 2 11.1 5 27.8 6 33.3 5 27.8 18 100.0

４地区 2 8.7 13 56.5 7 30.4 1 4.3 23 100.0

５地区 4 12.5 16 50.0 10 31.3 2 6.3 32 100.0

６地区 5 6.8 38 51.4 29 39.2 2 2.7 74 100.0

７地区 3 6.1 29 59.2 16 32.7 1 2.0 49 100.0

８地区 5 23.8 15 71.4 0 0.0 1 4.8 21 100.0

９地区 1 7.7 5 38.5 4 30.8 3 23.1 13 100.0

10地区 2 15.4 5 38.5 4 30.8 2 15.4 13 100.0

11地区 2 22.2 4 44.4 2 22.2 1 11.1 9 100.0

合　計 31 9.8 164 52.1 97 30.8 23 7.3 315 100.0

Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 Ｄ判定 総　数
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図；空き家等分布  

 

町の空き家率（世帯に対する空き家数）は 3.3％です。空き家率が高い地区は、１

地区、２地区、４地区、10 地区です。  

 

表；空き家率  

 

 

 

 

 

 

  

 ： ０戸

 ： 1～10戸

 ： 11～20戸

 ： 21～30戸

 ： 31～40戸

 ： 41～50戸

 ： 51戸以上

世帯数 空き家数 空き家率

(世帯) (戸) (％)

１地区 665 45 6.8

２地区 300 18 6.0

３地区 1,078 18 1.7

４地区 516 23 4.5

５地区 911 32 3.5

６地区 2,114 74 3.5

７地区 1,328 49 3.7

８地区 1,183 21 1.8

９地区 449 13 2.9

10地区 336 13 3.9

11地区 584 9 1.5

その他 99 ｰ ｰ

合　計 9,563 315 3.3

世帯数は平成27年住民基本台帳
空き家数は空き家等実態調査
空き家率＝空き家数÷世帯数

地区名
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市街地中心部に特定空家等候補が集中 

地区別の特定空家等候補は、６地区が 53 戸と最も多く、次いで７地区の 37 戸、１

地区の 31 戸となっています。最も少ないのは、８地区と 11 地区の４戸です。 

 

表・図；地区別・判定別特定空家等候補 
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1地区 2地区 3地区 4地区 5地区 6地区 7地区 8地区 9地区 10地区 11地区

Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 Ｄ判定

戸

実　数 比　率 実　数 比　率 実　数 比　率 実　数 比　率 実　数 比　率

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）

１地区 1 3.2 13 41.9 13 41.9 4 12.9 31 100.0

２地区 0 0.0 3 30.0 6 60.0 1 10.0 10 100.0

３地区 0 0.0 1 8.3 6 50.0 5 41.7 12 100.0

４地区 0 0.0 5 38.5 7 53.8 1 7.7 13 100.0

５地区 1 4.0 12 48.0 10 40.0 2 8.0 25 100.0

６地区 1 1.9 21 39.6 29 54.7 2 3.8 53 100.0

７地区 1 2.7 19 51.4 16 43.2 1 2.7 37 100.0

８地区 1 25.0 2 50.0 0 0.0 1 25.0 4 100.0

９地区 0 0.0 2 22.2 4 44.4 3 33.3 9 100.0

10地区 0 0.0 2 25.0 4 50.0 2 25.0 8 100.0

11地区 0 0.0 1 25.0 2 50.0 1 25.0 4 100.0

合　計 5 2.4 81 39.3 97 47.1 23 11.2 206 100.0

Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 Ｄ判定 総　数
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図；特定空家等候補分布  

 

 

 

 

  

 ： ０戸

 ： 1～10戸

 ： 11～20戸

 ： 21～30戸

 ： 31～40戸

 ： 41～50戸

 ： 51戸以上
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３．所有者等意向調査からみた現状 

 

意向調査では、空き家所有者等の約半数が回答 

実態調査の結果をもとに、調査時に明確な利用(居住)が確認できなかった建物を対

象に、建物の維持管理の状況、今後の利用の意向などに関するアンケート調査（郵送

配布・回収）を行いました。調査時期は、令和元年度です。 

 

表；配布回収状況 

配布数  回収数  

①２２１  

※郵送数 241 

宛先不明による返送数 20 

②１１３  

（５1％）②／①  

 

 

空き家の所有者等は高齢者が多く、56％が町外に居住 

空き家の所有者等の年齢層は、65 歳以上 80 歳未満が一番多く 47％で、65 歳以上と

なると全体の 6 割を超え高齢者が多いことが分かりました。また、町内に居住してい

る方は 44％で、町外が 56％(うち県内 39％)ということが分かりました。 

     

    図；所有者等の年齢層          図；所有者等の居住地 
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空き家の現在の状態は、約半数が「まったく利用していない」 

 空き家の現在の状態は、「まったく利用していない」が 53％、次いで「物置・倉庫と

して活用」が 24％となっています。 

 

図；空き家の現在の状態 

 

 

約７割の空き家は維持管理されているが、維持管理の頻度は多いわけではない 

 空き家の維持管理は、「自らもしくは家族や親戚」が 59％、「専門業者に委託」が 9％、

「友人・知人・近所の方」が 4％と空き家の約 7 割は維持管理を行っている。対して、

「ほとんど何もしていない」が 21％となっています。 

 

 

図；空き家の維持管理状況 
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 空き家の維持管理頻度については、「月に 1 回以上」が 43％であるものの、「半年

に 1 回以下」が 51％であることから、必ずしも維持管理頻度が高いわけではない。 

 

 

図；空き家の維持管理する頻度 

 

 

空き家の今後の予定は、約半数が売却・解体・除却を考えている 

空き家の今後の予定は、「売却する(したい)」が 29％、「解体・除去する(したい)」

が 18％で、約半数が売却・解体・除却を考えている。また、「建替える(たい)」が 12％、

「修繕、改修する(したい)」が 5％、「賃貸する(したい)」が 4％など、有効活用を考

えている意見も散見された。 

 

 

図；空き家の今後の予定 
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空き家の所有者等は何らかの支援を必要としている 

「住宅(建物)の有効活用や除去を円滑にできる支援や制度は必要か」の問いに「必

要だと思う」が 85％、「必要だと思わない」が 15％となっています。 

 

 

図；空き家の有効活用や除去等の支援や制度は必要か 

 

 

 「どのような支援・制度が必要か」の問いには、「空き家を解体・除去するための

支援」が 29％と高く、次いで「空き家を修繕・改修するための支援」、「公的機関に

よる借上げ制度」が 15％、「空き家バンクなどによる物件情報の整備」が 13％、「賃

貸、売却するための仲介業者の紹介」が 12％、「有効活用に関する情報の提供やアド

バイス」が 9％となっています。 

 

 

図；どのような支援・制度が必要か 
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４．空き家等に関する相談等 

 

空き家等に関する相談が年間 10～20 件 

空き家等に関する相談は、年間 10～20 件程度で、そのほとんどは、｢空き家に対す

る苦情｣です。 

｢空き家の処分等の相談｣では、処分の意向や処分方法、町への寄付、「助成の有り無

しの確認」などがありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図；相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図；相談内容 
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「空き家に対する苦情」のうち、所有者不明や空き家に該当しないものを除いた 42

件に文書送付(または電話連絡)した後、建物除去されたものが３件、もともと除去予

定が２件ありました。 

 

表；連絡後の建物除去状況 

 

 

 

 

 

 

連絡後、｢建物の除去｣５件、｢雑木の伐採等｣９件、｢その他の対応(修繕等)｣４件と

18 件での対応がありましたが、23 件は反応がありませんでした。なお、緊急を要する

ために町で対応したものが１件あります。 

 

表；連絡後の除去以外の対応状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

件　数 比　率

（件） （％）

42 100.0

建物除去件数 3 7.1

もともと除去予定 2 4.8

文書送付(連絡)件数

件　数 比　率
（件） （％）

建物の除去 5 11.9

雑木の伐採等 9 21.4

その他の対応(修繕等) 4 9.5

反応なし 23 54.8

町で対応(緊急) 1 2.4

合　　　計 42 100.0
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Ⅳ.空き家等に関わる関連施策等 
 

１．第６次高鍋町総合計画前期基本計画(高鍋みらい戦略) 

住みよい住環境の整備 

空き地の適正な管理 

特に空き地は雑草等が生い茂り、近隣住民の生活環境への悪

影 響 やごみの不 法 投 棄 を誘 発 する原 因 となりやすい。引 き続

き、環 境 広 報 等 により土 地 の所 有 者 や管 理 者 に対して適 正 な

管理を呼びかけることが必要である。 

空き家の適切な管理 

空き家 の撤 去や改 修には多 額の費 用がかかるため、所 有 者の

管理意識はあってもそのままの状況 になっている空き家が多数

存 在 している。空 き家 等 対 策 計 画 の策 定 に合 わせて、所 有 者

が適切に管理を行うようになる施策が必要となっている。 

空き家等対策計画の策定 

(平成 29・30 年度策定) 

｢空き家等対策の推進に関する特別措置法｣の基本指針に即し

た対策をとるため、町の空き家等対策計画の策定が必要となっ

ている。 

移住・定住促進のための環境整備 

空き家等の情報収集 

及び提供体制の整備 

お試し滞在住宅制度と連携した移住対策の必要性を感じてお

り、今 後は、不 動 産 協 会 との更なる連 携 や、空 き家バンク制 度

構築の検討が必要である。 

 

２．高鍋町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

移住・定住の促進 

まちの魅力を創出し、それを実感してもらうだけでなく、「高鍋町に住みたい」、「高鍋町に住み

続けたい」という思いを抱き、さらには、実際に住んでもらい、住み続けてもらうために必要な取

組を進めます。 

空き家の活用 
空き家バンクを開設し情報を移 住 希望者 等に積極的に提 供

するなど、移住の促進につなげます。 
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Ⅴ.空き家等の課題 
 

１.増加の要因と対策  

 

空き家等が増加している背景としては、｢人口・世帯数の減少｣がありますが、その

他にも｢子ども世帯は別居し親世代の空き家等を引き継がない｣、｢売却・賃貸が望まし

いが、質や立地面で市場性が乏しい｣、｢老朽危険空き家等は除去されるべきだが、更

地にすると固定資産税が上がるため、そのまま放置していた方が有利｣などがありま

す。 

居住者が退去して空き家等になり、管理不全のまま放置すると老朽化が進み、最終

的に利活用が不可能な廃屋となります。老朽化の進行を抑制していくために新たな居

住者による利活用の継続や所有者等による適切な維持・管理が重要となります。さら

に、廃屋、とくに周辺環境に悪影響を及ぼす特定空家等については、速やかに除去等

を行っていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図；空き家等の老朽化状況と対策・取組み 

特定空家等
(周辺環境に著しく悪影響

を及ぼす空き家等)

(修繕困難な空き家)

大きな改修が必要
(大規模な修繕を要する空き家)

少しの改修で利活用可

すぐにでも利活用可能
(修繕不要の空き家)

空き家等の発生

居住中の住宅

跡地の管理・利活用

空き家の利活用促進
(新たな居住者入居)

放置している所有者等の

維持・管理の意識付け

所有者等による老朽危険

空き家等の除去等

所有者等に対する段階的
措置に応じた除去等

(軽微な修繕を要する空き家)
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・所有者等の入院・入所
・所有者等の死亡

・その他

居住者の退去
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表；特定空家等の主な問題 

問   題 内            容 

防 災 上 

〇空き家等が老朽化し、倒壊事故等が発生 

〇強風等による空き家等の屋根や外壁材等の落下、飛散事故等が発生 

〇放火などによる空き家等での火災や延焼事故等が発生 

防 犯 上 
〇空き家等への不審者の侵入や不法滞在等が発生 

〇空き家等があると犯罪の温床になるという不安 

環境衛生上 

〇空き家等の敷地内にゴミが放置・投棄され、異臭や害虫が発生 

〇動物や鳥などが住みつき、異臭や鳴き声などの騒音が発生 

〇空き家等の敷地内での雑草繁茂、樹木の隣地や道路への越境 

風景・景観上 〇著しく破損、腐食等が生じている空き家等が周辺の風景や景観を阻害 

地域活性化 〇放置された空き家等が増え、地域の活性化に支障 

資料；総務省山形行政評価事務所他 
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２.空き家等の課題  

 

本町の空き家等の実態と老朽化の状況、本町の空き家等への対応状況、所有者等の

空き家等への対応意向などを踏まえた空き家等の課題は次のようになります。 

 

１)空き家等所有者等の認識不足 

所有者等の様々な理由により、空き家等の適切な管理が行われていない場合が

あります。 

 老朽危険空き家等が周辺環境に及ぼす悪影響についての所有者等の認識不

足 

 維持・管理や除去などの費用面 

 維持・管理や除去などが面倒 

 共有名義のため管理者等が不明確 

 所有者等が遠方に居住 

 高齢のため対応が困難 など 

所有者等に老朽危険空き家等が及ぼす悪影響について理解してもらうとともに、

空き家所有者等としての認識を高め、適切な管理を行うことができるための取り

組みが必要です。 

 

２)空き家等の活用に前向きな所有者等への対応 

空き家等活用のための情報不足のため、売却・賃貸方法、相談先が分からない、

貸すことによるトラブル不安、不要家具の処分ができないなどの理由から、空き

家等の活用ができていない所有者等もいます。 

活用に前向きな所有者等に対して、適切な情報提供や相談対応などを行ってい

くことが必要です。 

 

３)老朽危険空き家等の対応 

市街地に放置されている老朽危険空き家等は、防災上、防犯上、環境衛生上、

周辺環境に悪影響を及ぼすことから、速やかな対応が必要です。 

集落等に放置されている老朽危険空き家等は、自然風景や農村景観などを損な

うとともに、地域活性化の支障にもなることから、適切な対応が必要です。 

 

４)空き家等の把握・蓄積 

空き家等は、時間とともに戸数や状態が変化します。そのため、定期的に空き

家等の情報収集や実態調査を行い、「空き家等管理システム」のデータ更新を行い、

的確な空き家等対策に取り組んでいくことが必要です。 
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５)空き家等に対する施策・体制 

空き家等対策を適切に実施していくためには、様々な施策や横断的な体制づく

りが必要です。 

 所有者等や地域からの相談や苦情への対応 

 有効な利活用の促進 

 空き家等に関する情報の収集・提供 

 所有者等の管理意識の向上 

 周辺環境に著しい悪影響を及ぼす老朽危険空き家対策 

 除去などに対する支援 

 庁内の横断的な体制 

 

６)空き家等の利活用促進 

本町には、活用が可能(すぐにでも活用可能、少しの改修で活用可能)な空き家

等が 195 戸、空き家等の６割強あります。 

空き家等の利活用について、空き家等所有者等と連携し、その利活用を促進す

るための取り組みが必要です。 
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Ⅵ.空き家等に関する基本的方向 
 

１.基本理念  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家法で「空き家等の所有者等は当該空き家等が管理不全な状態にならないよう自

らの責任において適正な管理を行わなければならない」と規定されており、所有者等

が自覚をもって維持・管理していくことが前提です。しかし、様々な事情により管理

不全に陥った老朽危険空き家等は、所有者等に適正な対応を図るように促すとともに、

周辺環境に多大な悪影響を及ぼす空き家等は的確に処理していく必要があります。一

方で、良好な状態にある空き家等は、地域の資源として有効に活用すべきです。 

住民と協働しながら空き家等の状態を踏まえた多面的な取り組みにより、良好な環

境の地域づくりの実現を図ることを基本理念とします。 

 

 

 

 

 

 

 

  

空き家等の所有者等が空き家等を適切に維持・管理するとともに、

使用可能な空き家等を地域資源として有効に活用し、管理不全な

空き家等の発生を抑制するなど、多面的な取組みによる良好な環境

の地域づくり  
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２.基本方針  

 

現状や課題、基本理念などを踏まえ、本町の空き家等の対策の基本方針を次のよう

に設定します。 
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Ⅶ.空き家等に関する施策 
 

１.管理意識の醸成 

 

空き家等の維持・管理は、所有者等が自らの責任において適切に行うことが前提で

すが、所有者等の様々な事情により適切な維持・管理が行われない場合もあります。

適切な維持・管理が行われないと良好な状態にある空き家等も老朽化が進行し、老朽

危険空き家となり廃屋化し、さらに、周辺環境に悪影響を及ぼす特定空家等となりま

す。 

そのため、町の広報誌、パンフレット、ホームページで、所有者等としての管理責

任や適切な維持・管理の重要性、管理不全の老朽危険空き家等が周辺環境に与える悪

影響について周知するなど、管理意識の醸成に努めます。さらに、周辺環境に多大な

悪影響を及ぼすおそれのある空き家等については、必要に応じて所有者等に適切な維

持・管理を促すための通知文書や現況写真、意向調査票などを送付し、管理意識の喚

起に努めます。 

 

表；空き家等の所有者等の事情(例) 

現状を認識して 

いない場合 

〇所 有 者 等 が当 該 空 き家 等 の所 在 地 と異 なる場 所 に居 住 しているた

め、自らが所有する空き家等の現状を把握していない。 

〇当該空き家等を相続により取得した等の事情により、自らが所有者で

あることの認識が低い。 

〇高齢化等のため、現状認識や判断能力が低下している。    など 

現状を認識して 

いる場合 

〇所有者等に対応の意思はあるものの、その対処法が分からない、金銭

的事情から対処ができない、当該空き家等の所在地近隣に管理を依

頼できる親類や知人がいない。 

〇情報不足のため維持・管理や活用の仕方が分からない。 

〇遠隔地に居住しているために、物理的に自ら対処できない。 

〇経済的な対応の余地はあるが、身体的事情等により対処が困難であ

る。    など 
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図；空き家等の維持・管理 
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２.相談・苦情等の対応 

 

空き家等については、空き家等の所有者や周辺住民、また利用を希望する事業者な

どから様々な相談や苦情等が寄せられます。これらの相談や苦情等に適切に対応する

ことが重要です。 

このことから、空き家等に関する総合的相談窓口を設け、相談や苦情等に一元的に

対応できる実施体制の確立を図ります。 

 

表；空き家等に関して想定される相談・苦情等(例) 

相  談  者 内         容 

空き家等の 

所有者等 

〇空き家等の相続等に関する相談 

〇空き家等の維持・管理に関する相談 

〇空き家等の有効利活用に関する相談 

〇空き家等の立木竹の伐採、ゴミの除去、犬猫の排除等に関する相談 

〇空き家等の防犯・防災に関する相談 

〇空き家等の除去、除去後の跡地に関する相談 

空き家等の 

周辺住民等 

〇特定空家等に関する相談・苦情 

〇人口減少、空き家等の増加による地域コミュニティの崩壊、地域振興

などに関する相談 

〇地域に必要な施設としての有効利活用に関する相談 

空き家等の利用

希望事業者等 

〇空き家等を保育所や高齢者施設等として利用を検討している事業者

等からの相談 

 

表；空き家等に関する相談窓口での対応(例) 

〇空き家等に関する全般的な相談への対応 

〇空き家等や跡地の利活用方法の紹介 

〇維持・管理方法の紹介 

〇補助・助成などの支援についての対応 

〇相続等の相談への対応 

〇専門業者等(不動産、清掃、解体等)の紹

介 

〇必要に応じた所有者等の調査 

〇その他 

 

 

 

 

 

 

 

図；総合的相談窓口の位置づけ 

関係各課
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３.特定空家等への対応 

 

特定空家等については、除去、修繕あるいは立木竹の伐採など、周辺環境の保全を

図るために必要な措置を取るよう、その所有者等に対して、助言・指導、勧告、命令、

戒告等を行うことができ、所有者等が応じない場合は、最終的に代執行措置を講ずる

ことが可能となっています。 

老朽危険空き家等に関する情報等に基づいて現地調査や立入調査を行い、｢特定空

家等｣と認定された空き家所有者等に対して、行政指導、行政処分へと段階を踏んだ措

置を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図；段階を踏んだ措置の流れ 
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空き家等の所有者等の管理責任を明らかにし、空き家等が管理不全な状態となるこ

とを防止し、生活環境の保全及び住民等の安全に寄与することを目的とする｢高鍋町

空き家等対策の推進に関する条例(仮称)｣の制定を行います。 

また、身体及び財産に危害が及ぶことを回避するために緊急の措置が必要であると

認められるときは、必要最小限度の措置を講ずるための｢緊急安全措置｣の取り組みに

ついて検討します。 

 

表；緊急安全措置 

〇倒壊、飛散等による被害の発生が著しく懸念される状態の原因となっている部位の修繕又

は必要最小限度の除去 

〇周辺の生活環境を悪化させている原因となっているゴミ等の処理、立木竹又は雑草のせん

定及び伐採、動物・害虫等の駆除等 

〇上記に定めるもののほか、住民等の生命、身体及び財産に危害が及ぶことを回避するため

に町長が必要と認める必要最小限度の措置  

 

管理不全による老朽危険空き家等の措置に関しては、空家法以外にも建築基準法、

消防法などの法令があります。必要に応じて、これらの法令を適用した措置命令・代

執行に取り組んでいきます。 

 

表；法令による規制措置(命令・代執行) 

建築基準法 

(第９条①⑪⑫、 

第 10 条③④) 

○ 特定行政庁は、違反建築物について、除却、移転、改築、修繕、模

様替、使用禁止、使用制限等必要な措置を命令できる。 

○ 特定行政庁は、現に著しく保安上危険な既存不適格建築物等につ

いては、用途・規模によらず、除却、移転、改 築、修繕、模様替、使

用禁止、使用制限等必要な措置を命令できる。 

○ 特定行政庁は、上記のいずれの場合も、当該措置が講じられないと

き等は代執行できる。 

○ また、過失がなくて所有者等を確知することができず、かつ、放置する

ことが著しく公益に反すると認められる場合も、代執行できる。 

消 防 法 

（第３条） 

○ 消防長、消防署長その他の消防吏員は、屋外において火災の予防

上危険な場合等について、空き家の周辺に放置された燃焼のおそれ

のある物件等の除去等を命令できる。 

○ 消防長又は消防署長は、上記の命令による措置が講じられないとき

等は代執行できる。 

○ 所有者等を確知することができない場合も、消防長等により代執行と

同等の措置が可能。 
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廃棄物処理法 

（第 19 条の４・ 

第 19 条の７） 

○ 市町村長は、廃棄物の不法投棄について、生活環境の保全上支障

がある場合について、不法投棄を行った者に対し、支障の除去・防止

に必要な措置を命令できる。 

○ 市町村長は、上記の命令による措置が講じられないとき等は代執行

できる。 

○ また、過失がなくて処分者等を確知することができない場合も、代執

行できる。 

道 路 法 

(第 43 条) 

○ 道 路 管 理 者 は、道 路の構 造 又 は交 通に支 障 を及ぼすおそれのある

行為を防止するために必要な措置を命ずることができる。 

災害対策基本法 

(第 64 条) 

○ 市町村長は、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めると

きは、当該市町村の区域内の他人の土地、建物その他の工作物を

一 時 使 用 し、又 は土 石 、竹 木 その他 の物 件 を使 用 し、若 しくは収 用

することができる。 

○ また、現場の災害を受けた工作物又は物件で、当該応急 措置の実

施の支障となるものの除去その他必要な措置をとることができる。この

場合において、工作物等を保管しなければならない。 
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４.空き家等の情報の把握 

 

平成 28 年度から平成 30 年度に実施した空き家等実態調査で把握した空き家等につ

いては、空き家等管理システムを構築し、データベース化しています。しかし、空き

家等は、時間の経過とともに増減し、また状態が変化することから、日常的に空き家

等に関する情報の把握を行い、定期的にデータベースの更新を行います。 

 

表；経年による空き家等の変化等 

○ 新たに空き家等が増えた。 

○ 空き家への居住等により空き家ではなくなった。 

○ 良好な状態の空き家等が、管理不全のため老朽化した空き家等。 

○ 老朽化した空き家等が、適切に管理され良好な状態になった空き家等。 

○ 除去されて空き地となった。   など 

 

表；空き家等の実態調査の内容 

空き家等基本項目 管理番号、調査日、調査所在地、所有者氏名など 

空き家等の確認方法 居住者がいるか否かの状況について確認 

空き家等諸元 

前面道路幅員、住宅の種類、構造、階数、屋根の仕様、外壁の仕

様、基礎、上水、汚水、電気、電話線、附属屋、庭スペース、駐車

場・駐車スペース、アプローチ部など 

住宅劣化状況 
建 物 傾 斜 、屋 根 、外 壁 、基 礎 、ひさし又 は軒 、玄 関 ドア、窓 、看 板

等、屋上水槽等、屋外階段・バルコニーなど 

敷地の状況 
犬・猫等動物の生息、虫の発生、雑草、生活ゴミや可燃物・不審物

等の放置、汚物の流出など 

周辺への迷惑状況 
庭木等、塀・門柱、敷地の擁壁、建物等倒壊時隣接敷地、建物等

倒壊時前面道路、附属屋など 
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５.内部組織の確立 

 

空き家等がもたらす問題は、適切な維持・管理、良好な状態の空き家等の利活用、

老朽化し危険となった空き家等の措置、税制に関することなど多岐にわたる。 

そのため、空き家等への対応を効果的、効率的に実施するため、関係課が協力、連

携しながら対応することが重要です。 

 

表；空き家等対策の目的と対応(例) 

空き家等対策の目的 

良好な状態にある空き家等の利用促進 

○ 空き家等の発生抑制等 

○ 移住・定住対策、地域づくり 

空き家等の保全、措置に関わる対策 

○ 空き家等の適切な維持・管理 

○ 管理不全の老朽危険空き家等の措置 

 

 

空き家等に関する対応 

○ 空き家等対策計画の策定及び変更並びに運営に関すること。 

○ 空き家等の実態把握、データの更新に関すること。 

○ 地域からの空き家等の情報収集に関すること。 

○ 空き家等の適切な維持・管理の促進に関すること。 

○ 空き家等が周辺の生活環境に与えている影響調査等に関すること。 

○ 空き家等が隣地、道路などに及ぼす損害に関すること。 

○ 空き家等所有者等からの相談に関すること。 

○ 地域や事業者等からの空き家等についての相談に関すること。 

○ 移住・定住促進のための空き家等の利用に関すること。 

○ 地域交流・振興のための空き家等の利用に関すること。 

○ 空き家等除去後、跡地等の利用に関すること。 

○ 空き家等の所在、所有者等特定等及び立入り調査に関すること。 

○ 特定空家等に対する措置(助言・指導、勧告、命令、代執行)に関すること。 

○ 特定空家等に対する緊急安全措置に関すること。 

○ 特定空家等の固定資産税等の住宅用地特例の適用除外に関すること。 

○ 空き家等対策協議会(仮称)の運営に関すること。 

○ 関係機関との連携に関すること。 
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庁内関係各課で構成される｢空き家等対策検討委員会(仮称)｣を設置し、総合的横断

的に対応する推進体制の確立を図ります。空き家等に関する相談は、建設管理課が窓

口となり、関係課へ情報の提供と対応案の検討を依頼します。関係課は調査を行い、

対応案を建設管理課に報告し、所有者等へ助言などを行います。 

また、空家法第７条第１項の規定に基づき｢空き家等対策協議会(仮称)｣を設置し、

空き家等対策計画の変更、並びに特定空家等の認定及び措置などについて協議を行い

ます。 

 

表；空き家等対策実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談内容 担 当 課 対 応 内 容 

利 活 用 地 域 政 策 課 ○ 空き家等の利活用に関すること 

防 災 ・ 防 犯 総 務 課 ○ 防災・防犯に関すること 

衛 生 環 境 町 民 生 活 課 
○ 衛生環境に関すること 

○ 立木・有害鳥獣・害虫に関すること 

税 制 税 務 課 
○ 税制の措置に関すること 

○ 譲渡税の特例措置に関すること 

特 定 空 家 等 建 設 管 理 課 
○ 危険建築物・工作物に関すること 

○ 特定空家等に係る措置に関すること 

 

 

○ 空き家等対策計画の変更 

○ 特定空家等の認定及び措置 

相談内容 担 当 課 対 応 内 容 

総 合 的 

相 談 窓 口 
建 設 管 理 課 

○ 空き家等に関する一般的な相談 

○ 空き家等対策協議会(仮称)の運営 

○ 空き家等対策計画(素案)の作成・変更など 

○ 空き家等の所在、所有者等の特定及び立ち入り調査 

○ 空き家等のデータベース更新 

情報提供 

対応案検討依頼 
対応案報告 

空き家等対策検討委員会(仮称) 

空き家等対策協議会(仮称) 

協議・答申 
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６.空き家等対策の支援 

 

本町では、所有者等による適切な維持・管理の充実、空き家等の利活用の促進を図

るため、国が創設する支援制度について、情報を早期に把握し、本町で活用可能かど

うか確認した上で、補助・助成などの支援について検討します。 
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７.空き家等の有効な利活用 

 

実態調査によると空き家等の６割以上が利活用可能な良好な状態にあることから、

住まいとしてだけではなく、これらの空き家等を地域の貴重な資源として捉え、有効

な利活用を図ることが必要です。そのためには、空き家等所有者等、借り手・買い手、

地域、行政が連携し、協働しながら、様々な利活用に取り組む必要があります。これ

らの取り組みが実現することにより、各関係者にとって様々な効果が期待できるとと

もに、空き家等の増加の抑制にも寄与することができます。 

 

表；空き家等の多様な利活用(例) 

 

 

 

 

 

表；期待できる効果 

項 目 効   果 

空 き 家 等 

所 有 者 等 

収 入 確 保 (賃 借 料  または 売 却 料 )、管 理 労 力 の低 減 、地 域 活 性 化へ

の貢献 

借 り 手 ・ 

買 い 手 

多自然・歴史・文化の享受、田舎暮らし体験、低予算での一時滞在(充

実した余暇)、ライフスタイルの転換、住宅・事業拠点の確保 

地    域 
コミュニティの維持・向上、定住化の促進、地域内消費の向上、賑わいの

創出、地域景観の維持・保全、就業機会の増加、地域負担の軽減 

行    政 
地域の活性化、流入人口の増加、定住化の促進、税収の増加、雇用の

場の創出、イメージアップ 

 

図；空き家等の利活用(例)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域交流及び地域振興 高齢者・障がい者支援 子育て支援 商工業等振興 居住施設等

地域の交流・コミュニティの場 グループホーム 子どもが集う場 工房・ギャラリー 別荘

文化施設 自立支援宅老所 小規模保育施設 物販・飲食施設 シェアハウス

街なか定住体験施設 デイサービス 子育て支援施設 観光施設

田舎暮らし体験施設

ポケットパーク

コミュニティ施設 高齢者自立支援通所宅老所 

資料；地域再生研究センター 

資料；地域再生研究センター 


